道本部青年部第31回定期総会承認済み
当面する闘争方針
１．賃金・労働条件の改善にむけたたたかい
【若干の情勢と経過】
①　人事院は８月８日、民間給与との較差708円（0.17％）を埋めるため、俸給表の水準を400円（平均改定率0.2％）引き上げるとともに、一時金についても、民間の特別給の支給割合との均衡をはかるため、支給月数を0.1月分引き上げる勧告を行いました。また、初任給を1,500円引き上げし、若年層においても同程度の改定となり、今年度も若年層に重点を置いた勧告を行いました。
　　その他、民間企業及び公務における配偶者に係る手当をめぐる状況の変化等を踏まえ、配偶者に係る手当額を他の扶養親族に係る手当額6,500円まで減額し、それにより生ずる原資を用いて子に係る手当額を10,000円へ引上げることも勧告されました。
　　給与勧告以外にも、仕事と家庭の両立支援の充実をめざした介護休暇の分割取得や介護時間の新設や長時間労働の是正、ストレスチェック制度の導入など働き方改革についても進めていく方針が出されました。
　　このように、３年連続でベースアップがはかられ、少子高齢化や安心して働き続けられる職場にむけた環境づくりも進めていくという内容からも良い方向に改善されたと見えますが、一方で給与制度の総合的見直しを推進するため、今年度も引き上げ分の一部は本府省業務調整手当の引き上げに回ることから、私たち地方公務員にとっては、公民格差が埋まらない状況が作り出されていますし、能力・実績に基づく人事管理の推進が強く求められるなど様々な合理化が押し進められるなか、生活・職場実態はますます厳しさを増し、労働組合の最大の武器である「団結」の破壊が行われようとしています。
②　この間、自治体財政難により採用抑制・退職者不補充が行われた結果、人員削減が大幅に進んだにも関わらず、業務量は社会情勢の変化や住民ニーズの高度化などを背景に増大しています。仲間からは「毎日、夜中まで仕事をし、休日出勤も当たり前になっていて、体調が悪い」など厳しい職場実態により心身に影響を及ぼしている実態が明らかとなっています。また、メンタル疾患により休職や退職する仲間も多く見られ、中には自ら命を絶ってしまう現状もあります。
③　上記のような課題に対し、仲間の『気づき』や『決意』、『不満』や『不安』を全体で共有し、具体的な職場での運動につなげていくとともに、仲間との学習、実態点検・実態討論を積み上げ、仲間の声に依拠した『ゆずれない要求』を確立し、「独自要求闘争」をはじめ、青年が主体的に問題を解決していくという『運動の原点』に立ち返ることが必要です。
この間の取り組みから、職場で悩んでいる仲間、不満や憤りを感じている仲間がいるという事実は明らかです。「自分たちの問題は自分たちで解決していく」という決意のもと、仲間の声・職場の事実にこだわり、青年の主体的な行動を展開し、『要求の実現』と『さらなる組織強化』を勝ち取っていくことが重要です。
【具体的な取り組み】
（１）2016確定期闘争「自治労北海道青年部統一要求書」行動について
　　各種取り組みによりつかんだ仲間の声にこだわり、思いをかたちにするために仲間との学習と討論から青年の『ゆずれない要求』を確立し、自らの問題を自らが解決していくため、「自治労北海道青年部統一要求書行動」を取り組みます。

　　　　

①具体的な課題および取り組み
　上記統一要求書を作成するにあたり、具体的な課題および取り組みについて下記のとおり提起します。

　　　○道本部青年部意識調査「Let’sアンケート」

　　　　あらゆる課題解決のためには、まずは仲間の生活・職場実態を知ることが重要です。実態を把握することで、問題点やその原因が見え、改善にむけた一歩を踏み出すきっかけにつながります。
そこで、「Let’sアンケート」では、生活・職場状況に関する簡単な設問を設け、多くの仲間の実態を把握することをめざします！

また、アンケートに取り組むことから、「結果を持ち寄ってみんなで実態確認してみよう」など集まるきっかけにも活用し、組織強化にもつなげましょう！
・行動内容
　　基本組織の闘争日程と連動させながら、進めることとし、集めた仲間の実態を青年部独自要求につなげます。独自要求まで至らない場合でも、基本組織への意見反映までは行います。
　②独自要求にむけた具体的な取り組み

Ａ．単組・総支部の取り組み

①意思統一

当面闘の読み合わせなどにより、情勢や独自要求の目的・意義を確認します。
②生活・職場実態の把握

生活・職場実態点検手帳や夏期交流集会で使用した職場レポート、各種集会（道本部、地方本部、単組・総支部の集会や幹事会など）や単組・総支部で行った実態アンケートなどで出された声を集約し、青年の実態や思いを明らかにします。

③独自要求項目の作成

②で明らかになった実態や思いを『独自要求項目』にします。

　また、実態や要求根拠が明確になっていない場合は確認します。

④青年部独自要求書の作成・提出

青年部独自で要求書を作成・提出し、当局から文書回答を求めます（青年部独自での取り組みが困難な場合は、基本組織の要求書に青年部の独自要求を反映させます）。

⑤青年部独自交渉の実施

青年部独自で交渉を行います（青年部独自交渉が困難な場合は、基本組織の交渉に入り、青年の実態や思いを訴えます）。
Ｂ．地方本部での取り組み

・地方本部幹事会や単組・総支部オルグをつうじて、統一要求書行動の目的を確認するとともに、取り組みにむけた課題や不明な点などがあれば解決に向けて、共に考えます。

また、地本統一行動などを実践しながら、全単組・総支部での運動につなげます。
　　　　

　③行動日程

　　　基本組織の闘争日程と連動させながら、進めることとします。

　　各単組・総支部で基本組織の闘争日程を確認し、連携しながら取り組みを進めてください。
　
　＜基本組織の闘争日程＞

　　10月24日（月）　　　　　　　　要求書一斉提出日

　　11月２日（水）　　　　　　　　　回答指定日

　　11月４日（金）～16日（水） 　重点交渉期間

    11月17日（木）　　　　　　　　道本部統一行動日
（２）2016人事院勧告に対する要請書行動について（※詳細は別紙発文を参照）
　2016人事院勧告では３年連続の賃金引き上げ勧告となった一方で、扶養手当の見直しにより配偶者手当が減額されたり、一時金の配分を「期末手当」ではなく、「勤勉手当」とすることで育児休業中の職員などは引き上げ分が支給されなかったりと、対象者にとっては大きな影響を受ける内容も含まれています。

これまで政府・総務省は「技術的指導」という名の圧力通知を出すなど「制度は国、賃金水準は地域」の考え方が強められてきたことから、地方自治体の自主性により賃金・労働条件の改善がはかれるよう、自治労組織内議員に対し、総務省対策の強化を求める要請書行動を全単組・総支部で実施することにしました。
今取り組みでは、第24回参議院議員選挙の取り組みをつうじ、少しずつ意識されてきた政治と生活・職場のつながりや組織内議員が自分達の代弁者であるということを選挙の時だけではなく、日常的に青年層に意識してもらうこと、人事院勧告の内容、問題点を単組・総支部に理解してもらうことから賃金闘争強化へのきっかけにすることを目的に全単組・総支部で取り組みを強化します。
２．反戦・反核・平和闘争の強化について
【若干の情勢と経過】
自公政権は積極的平和主義という方針のもと2013年「特定秘密保護法」の強行採決をはじめ、2014年７月には戦後の歴代政権すべてが「憲法上許されない」と判断してきた集団的自衛権の行使容認を閣議決定し、2015年９月には憲法学者の大半が「違憲」と指摘する安全保障関連法を強行採決で成立させました。今後、政府が存立危機事態と判断すれば、世界中どこでも自衛隊を「後方支援」で派遣可能となり、「世界の平和と繁栄に貢献する」ための平和維持活動（ＰＫＯ）においても武器使用基準が緩和することが可能となり、「戦争できる国づくり」が現実となりつつあります。
憲法改正についても、７月に行われた第24回参議院議員選挙にて自公以外の改憲勢力を含め、改正発議が可能な2/3以上の議席を獲得したことから、今後改正にむけた動きが加速することは明らかであり、恒久平和の理念が危機的な状況を迎えています。
また、参議院議員選挙直後の７月22日早朝には、沖縄県高江ヘリパッドの工事再開に踏み切り、現地で反対行動している約200人を数百人の機動隊により強制退去させ、また、同日には辺野古新基地建設を巡り、沖縄県との和解協議中であるにも関わらず、県が埋め立て承認取消の取り下げを求める是正指示に応じないとして、県を相手に違法確認訴訟を福岡高裁那覇支部に起こすなど、参議院議員選挙が終了し、一強他弱の体制が確立されたなかで強行的な行動を進めています。
原子力政策における課題でも、原子力規制委員会の基準をクリアすれば再稼働を押し進めるという方針を変えておらず、福島第一原発事故の収束もされていないなか国民の安全より経済優先という姿勢を明らかにしています。しかし、７月10日に投開票された鹿児島知事選挙では川内原発の一時停止・点検を求めている候補が当選するなど、国民世論としては原発再稼働への不安が示された結果となりました。
私たちは、一労働者・一生活者として、こうした政策を進めようとする背景と本当のネライを明らかにする学習活動と、広く大衆に訴えかける大衆行動を強化していくことが必要です。
【具体的な取り組み】
①戦争する国づくりを進める安倍政権の本当のネライや労働組合が平和闘争に取り組む意義を明らかにするため、各地方本部、単組・総支部で平和の旅報告などを活用した平和学習に取り組みます。
②「STOP！再稼働　さようなら原発北海道集会」「11．23幌延デー」をはじめとする諸集会に積極的に結集し、他産別・地域の仲間とともに、署名行動などの大衆行動を強化し、戦争も核もない社会の実現にむけた国民世論を高めていきます。

２０１６年　　月　　日

０００（市町村）

（市町村）長　０００００　　　　様

　　　　　　　　　　　　　０００００市町村職員労働組合　　　
青年（女性・婦人）部長　○○　○○　　　　

青年労働者の賃金・労働条件改善を求める要求書

　私たちは、それぞれの職場で、住民の生活に欠くことのできない業務に従事し、円滑な行政を推進するために日夜努力しています。

　しかし、これまでの度重なる賃金合理化攻撃により、私たちの生活実態は大変厳しい状況におかれ、特に家庭を持つ青年からは切実な声が多く出されています。また、業務量の増大と時間外労働の慢性化、退職者不補充など、厳しい職場環境のなか、健康が破壊され、若年者の長期療養・退職が増加している状況にあります。

　以下に示した要求項目は、行政の最前線で働く青年労働者が意欲をもって働ける職場にするため、また、私たちの生活や権利を守るため、青年労働者として譲ることのできない切実な要求であり、これら生活・職場実態に基づく要求の実現を強く求めます。

　なお、回答は　　月　　日までに文書で回答されるよう求めます。

【　要求事項　】

１　初任給の引き上げなどにより、青年層の賃金水準を改善すること。
２　賃金較差が拡大しないように人事評価制度導入による賃金反映は行わないこと。
３　青年層の生涯賃金回復のため昇格・昇給基準の改善を行うこと。
４　職場環境の改善と将来にわたって行政サービスに責任を持つため、計画・継続的な新規採用を行うこと。
また、しっかりと職場実態を把握し適正な人員配置に努めること。
５　時間外労働の縮減に努めるとともに、時間外手当は必要な予算を確保し完全支給すること。
６　増加している職員のメンタル疾患への対策を進めるため、2015年12月から義務化されているストレスチェックの完全実施および労働安全衛生委員会の定期開催など労使間での協議の場を設け、対策を強化すること。
７　臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件を改善すること。
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2016人事院勧告に対する要請書行動について
日頃の活動に対し心から敬意を表します。

さて、８月８日に2016人事院勧告が出され、月例給で708円・0.17％、一時金で0.1月の引き上げとなり、３年連続の賃金引き上げ勧告となりました。一方で、扶養手当の見直しにより配偶者手当が減額されたり、一時金の配分を「期末手当」ではなく、「勤勉手当」とすることで育児休業中の職員などは引き上げ分が支給されなかったりと、対象者にとっては大きな影響を受ける内容も含まれています。
これまで政府・総務省は「技術的指導」という名の圧力通知を出すなど「制度は国で、賃金水準は地域で」の考え方が強められてきました。

こうした情勢を踏まえ、地方自治体の自主性により賃金・労働条件の改善がはかれるよう、自治労組織内議員に対し、総務省対策の強化を求める要請書行動を実施しますので全単組・総支部での取り組みをお願いします。

記

【要請書行動について】
1 取組対象　 　全地方本部、単組・総支部
2 提出宛先　　 自治労組織内議員（逢坂　誠二衆議、相原　久美子参議、江崎　孝参議）
3 行動内容　　 各地方本部青年部が主体となり、各単組・総支部に対し、人事院勧告内容および取　　

組意義の説明を行う。各単組・総支部は内容理解をしたのち、単組青年部代表者が

署名を行う。その後、集約したのち、道本部青年部が自治労組織内議員に要請する。

4 提出方法　　 各単組・総支部は９月23日（金）までに各地方本部へ提出し、各地方本部は９月　　　　　　　　　　　　　
27日（火）までに道本部青年部へ原本を送付してください。

　※　不明な点がありましたら、道本部青年部（担当：斉藤）まで連絡ください

　　　TEL：０１１－７４７－３２１１
以　上
要　請　書

自治労組織内議員

衆議院議員　逢坂　誠二　様

日頃から地方自治の確立にむけ、ご尽力いただいていることに感謝申し上げます。
これまで人事院勧告をきっかけに給与制度の総合的見直しや人事評価制度の導入、寒冷地手当の減額、持ち家手当の廃止など様々な合理化が地方に押し付けられ、私たち自治体職員の生活は苦しめられてきました。

８月８日に出された２０１６人事院勧告では、月例賃金、一時金ともに３年連続の引き上げとなりましたが、一方で、扶養手当の見直しにより配偶者手当が減額されたり、一時金の配分を「期末手当」ではなく、「勤勉手当」とすることで育児休業中の職員などは引き上げ分が支給されなかったりと、対象者にとっては大きな影響を受ける内容も含まれています。

安倍首相は一億総活躍社会との目標を掲げていますが、地域の雇用環境や健康面の理由から働きたくても働けない者もいます。

地域や家庭によって様々な条件・事情が違うなか、これまでのような国の制度の押しつけでは、生活が苦しくなる者も出てくることから、一方的な制度の押しつけは行うべきではないと考えます。
このことから地域の実情に合わせ労使間の協議で賃金決定を行えるよう、以下の点について、要請いたします。

記
この間の確定期交渉の際に行われている「技術的助言」という名の総務省の圧力通知などを出すことなく、地方自治体の自主性により賃金・労働条件の決定を行えるよう、総務省対策の強化を求めます。

2016年　　月　　日

単組・総支部名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

青年部長（青年女性部長）氏名（署名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
要　請　書

自治労組織内議員

参議院議員　相原　久美子　様

日頃から地方自治の確立にむけ、ご尽力いただいていることに感謝申し上げます。
これまで人事院勧告をきっかけに給与制度の総合的見直しや人事評価制度の導入、寒冷地手当の減額、持ち家手当の廃止など様々な合理化が地方に押し付けられ、私たち自治体職員の生活は苦しめられてきました。

８月８日に出された２０１６人事院勧告では、月例賃金、一時金ともに３年連続の引き上げとなりましたが、一方で、扶養手当の見直しにより配偶者手当が減額されたり、一時金の配分を「期末手当」ではなく、「勤勉手当」とすることで育児休業中の職員などは引き上げ分が支給されなかったりと、対象者にとっては大きな影響を受ける内容も含まれています。

安倍首相は一億総活躍社会との目標を掲げていますが、地域の雇用環境や健康面の理由から働きたくても働けない者もいます。

地域や家庭によって様々な条件・事情が違うなか、これまでのような国の制度の押しつけでは、生活が苦しくなる者も出てくることから、一方的な制度の押しつけは行うべきではないと考えます。
このことから地域の実情に合わせ労使間の協議で賃金決定を行えるよう、以下の点について、要請いたします。

記
この間の確定期交渉の際に行われている「技術的助言」という名の総務省の圧力通知などを出すことなく、地方自治体の自主性により賃金・労働条件の決定を行えるよう、総務省対策の強化を求めます。

2016年　　月　　日

単組・総支部名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

青年部長（青年女性部長）氏名（署名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
要　請　書

自治労組織内議員

参議院議員　江崎　孝　様

日頃から地方自治の確立にむけ、ご尽力いただいていることに感謝申し上げます。
これまで人事院勧告をきっかけに給与制度の総合的見直しや人事評価制度の導入、寒冷地手当の減額、持ち家手当の廃止など様々な合理化が地方に押し付けられ、私たち自治体職員の生活は苦しめられてきました。

８月８日に出された２０１６人事院勧告では、月例賃金、一時金ともに３年連続の引き上げとなりましたが、一方で、扶養手当の見直しにより配偶者手当が減額されたり、一時金の配分を「期末手当」ではなく、「勤勉手当」とすることで育児休業中の職員などは引き上げ分が支給されなかったりと、対象者にとっては大きな影響を受ける内容も含まれています。

安倍首相は一億総活躍社会との目標を掲げていますが、地域の雇用環境や健康面の理由から働きたくても働けない者もいます。

地域や家庭によって様々な条件・事情が違うなか、これまでのような国の制度の押しつけでは、生活が苦しくなる者も出てくることから、一方的な制度の押しつけは行うべきではないと考えます。
このことから地域の実情に合わせ労使間の協議で賃金決定を行えるよう、以下の点について、要請いたします。

記
この間の確定期交渉の際に行われている「技術的助言」という名の総務省の圧力通知などを出すことなく、地方自治体の自主性により賃金・労働条件の決定を行えるよう、総務省対策の強化を求めます。

2016年　　月　　日

単組・総支部名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

青年部長（青年女性部長）氏名（署名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【要求項目】


◆統一要求事項


　①　初任給の引き上げなどにより、青年層の賃金水準を改善すること。


　②　賃金較差が拡大しないように人事評価制度導入による賃金反映は行わないこと。


③　青年層の生涯賃金回復のため昇格・昇給基準の改善を行うこと（在級年数の短縮、特別昇給の確保など）。


④　職場環境の改善と将来にわたって行政サービスに責任を持つため、計画・継続的な新規採用を行うこと。また、しっかりと職場実態を把握し適正な人員配置に努めること。


⑤　時間外労働の縮減に努めるとともに、時間外手当は必要な予算を確保し完全支給すること。


⑥　この間増加している職員のメンタル疾患への対策を進めるため、2015年12月から義務化されているストレスチェックの完全実施および労働安全衛生委員会の定期開催など労使間での協議の場を設け、対策を強化すること。


⑦　臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件を改善すること。





◆独自要求事項


　　※　その他各単組・総支部での独自要求項目とします。








